
（第21期）

      （単位：百万円）

前事業年度 当事業年度
（2025年3月31日） （2026年3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 447                              720                             

受取手形及び売掛金 1,557                           1,765                          

リース債権 372                              440                             

リース投資資産 267                              632                             

製品 10                               7                                

商品 59                               54                               

貯蔵品 41                               45                               

その他 138                              24                               

貸倒引当金 △101                            △64                            

流動資産合計 2,792                           3,625                          

固定資産

有形固定資産

工具器具備品 21,398                          22,489                         

減価償却累計額 △11,369                       △11,823                       

工具器具備品（純額） 10,028                          10,666                         

リース資産 190                              248                             

減価償却累計額 △76                             △96                            

リース資産（純額） 113                              152                             

建設仮勘定 559                              387                             

有形固定資産合計 10,701                          11,205                         

無形固定資産

ソフトウェア 25                               15                               

無形固定資産合計 25                               15                               

投資その他の資産

投資有価証券 26                               25                               

繰延税金資産 862                              893                             

その他 5                                 4                                

貸倒引当金 - -

投資その他の資産合計 894                              923                             

固定資産合計 11,621                          12,144                         
資産合計 14,414                          15,770                         

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

貸借対照表



      （単位：百万円）

前事業年度 当事業年度
（2025年3月31日） （2026年3月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 750 885

短期借入金 400 900

1年内返済予定の長期借入金 1,960 2,060

リース債務 34 45

未払金 143 238

未払法人税等 242                              127                             

賞与引当金 98 114

その他 111 70

流動負債合計 3,740 4,440

固定負債

長期借入金 3,990 3,830

リース債務 80 107

長期預り保証金 353 396

メンテナンス引当金 66 87

その他 3 2

固定負債合計 4,492 4,424

負債合計 8,233 8,865

純資産の部

株主資本

資本金 100 100

利益剰余金 6,076 6,801

株主資本合計 6,176 6,901

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5                                 4                                

その他の包括利益累計額合計 5                                 4                                

純資産合計 6,181 6,905

負債純資産合計 14,414 15,770

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



個別注記表

 １．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１)固定資産の減価償却の方法

    ― レンタル用資産は定額法によっております。その他の資産につきまして
　（リース資産を除く） は定率法によっております。

― 自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

― 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

(２)引当金の計上基準

― 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

― 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度に対応

する賞与支給見込額を計上しております。

― レンタル契約期間中に発生する当社負担の保守交換に係る費用に備え

るため、過去の実績等に基づく将来発生見込額を計上しております。

(３)消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 ２．貸借対照表に関する注記

(１)有形固定資産の減価償却累計額 11,920,577 千円

内リース資産 96,838 千円

(２)リース債権及びリース投資資産の内訳

リース債権
リース料債権部分 563,532 千円

受取利息相当額 △123,520 千円

計 440,011 千円

リース投資資産
リース料債権部分 831,881 千円

受取利息相当額 △199,406 千円

計 632,474 千円

(３)リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の金額の回収予定額

リース債権
１年以内 80,072 千円

１年超２年以内 83,451 千円

２年超３年以内 84,383 千円

３年超４年以内 75,505 千円
４年超５年以内 57,533 千円
５年超 59,065 千円
計 440,011 千円

　貸倒引当金

　有形固定資産

　無形固定資産

　リース資産

　賞与引当金

　メンテナンス引当金



リース投資資産
１年以内 122,254 千円
１年超２年以内 124,726 千円
２年超３年以内 127,351 千円
３年超４年以内 108,467 千円
４年超５年以内 82,710 千円
５年超 66,963 千円
計 632,474 千円

 ３．関連当事者との取引に関する注記
　親会社等

照明器具等
商品の購入

（注1）
5,864 買掛金 525

販売手数料
支払（注3）

105 未払金 77

販売手数料
収入（注3）

70
1年内返済予定
長期借入金

2,060

資金の借入
（注2）

2,000 長期借入金 3,830

資金の返済 2,060 売掛金 8

支払利息
（注2）

60 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
 (注１)照明器具等商品の購入価格については、両社間で合意された取引価格設定基準に基づき決定しております。
 (注2）親会社からの借入金利息については、市場金利を勘案して決定しております。
 (注3）販売手数料の料率は、一般的取引条件を勘案して決定しております。

親会社 株式会社　遠藤照明
被所有　直接

100％

レンタル用及び一般販売
用照明器具等商品の購
入、役員の兼任

属性 会社等の名称
議決権等

の所有割合
関連当事者との関係 取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)


